
平成２４年度　政府予算案（大阪府環境農林水産部関係）の決定内容
平成24年2月23日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．家電リサイクルの推進

・法の枠組みの中での回収や処分におけ　る再生資源業者の活用


	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。

・今後とも機会あるごとに、国に対して働きかけを実施。
	

	２．一般廃棄物の再生利用に係る知事の

指定制度の創設

・都道府県単位でのリサイクルを推進するための適切な制度の創設


	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。

・今後とも機会あるごとに、国に対して働きかけを実施。

	

	３．都市農業の推進、都市農地の保全に資する支援制度の拡充

・生産緑地における農業経営基盤強化促進法に基づく利用権の設定

・生産緑地における税制の見直し


	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。
・今後とも国に対して働きかけを実施。

	

	４．災害に強い農空間づくりの推進

・農業用ため池の耐震性調査・診断に関

する制度創設及び必要な財源措置

・農地・農業用施設の防災機能の確保と

防災利活用の推進に向けた国庫交付金

の地方裁量の拡充
	◆概算要求の状況　農林水産省
○震災対策農業水利施設整備事業（H23 3次補正から新規創設）

（全）23.8億円
　　　　 （(H23　3次補正)7.1億円、うち大阪分1.9億円）
※　地域自主戦略交付金（地方裁量の拡充なし）
	（全）23.8億円


	

	5．地籍調査事業の推進

・「都市部官民境界基本調査」の対象区域の拡大
	◆概算要求の状況　国土交通省
○都市部官民境界基本調査　

（全）12.6億円　
（（H23）10.2億円）
	（全）12.6億円

（うち、東日本大震災復興特別会計（仮称）

（全）4.7億円含む）


	

	６．計量法に定める計量証明の事業の登録に係る規程の見直し

・環境農林水産総合研究所を「計量証明の事業の登録を要しない独立行政法人」とするための計量法の見直し


	◆予算項目以外の状況

・国と地方自治体以外に計量証明の事業を適正に行なう能力のある独立行政法人を4機関※指定しているが、国の独立行政法人と同様に地方独立行政法人を個別評価することは困難との見解。

※国の独立行政法人の４機関

1．独立行政法人労働安全衛生総合研究所

2．独立行政法人産業技術総合研究所

3．独立行政法人製品評価技術基盤機構

4．独立行政法人国立環境研究所


	

	７．卸売市場法に定める業務規程の変更に関する大臣認可の見直し

・業務規程の制定等にかかる農林水産大臣の認可の見直し
	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。
・今後とも国に対して働きかけを実施。


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	８．地域の実情に応じた中央拠点市場の指　　　　　定

・中央拠点市場の指定の基準についての弾力的な運用
	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。

・今後とも国に対して働きかけを実施。


	

	９．民営食肉地方卸売市場への支援措置の拡充・強化
・民営食肉地方卸売市場に対する支援措置の拡充・強化及び国産牛肉の消費拡大に向けた支援策の充実
	◆概算要求の状況　農林水産省
〔民営食肉地方卸売市場への支援措置〕

○卸売市場機能強化対策事業

　（民間地方卸売市場に対する支援策）

・一貫したコールドチェーン体制整備事業
（全）0.3億円

（(Ｈ23)0.3億円）

〔国産牛肉の消費拡大に向けた支援策〕

○食肉流通改善合理化支援事業

　・国産食肉給食利用促進事業　　　　　　（全）0.2億円

（(Ｈ23)0.2億円）

　・消費者団体等産地開拓事業　　　　　　（全）0.2億円

（(Ｈ23)0.2億円）

	（全）0.3億円

（全）0.2億円

（全）0.2億円
	

	10．畜産リサイクルの推進

・牛せき柱の処理事業に係る食肉関連事業者への十分な支援の実施
	◆概算要求の状況　農林水産省
○畜産副産物適正処分等推進事業

　・牛せき柱適正管理等推進事業
（全）5.0億円

（(Ｈ23) 5.0億円）


	（全）4.4億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
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